平成22年3月15日
人間ドックをご利用される方へ
平成22年度　人間ドック費用補助制度の変更内容（詳細）
大日本印刷健康保険組合で行う人間ドックの費用補助基準の運用方法について下記の通りと致します。
１．変更点

①外部人間ドック費用補助額

　　基本検査については35000円を上限に利用料金（税込み）の実費を補助します。
　　婦人科オプションについては5000円を上限に利用料金(税込み)の実費を補助します。
＊健保直営人間ドックの個人負担は従来どおりです。

　　＊健保補助、個人負担金の計算方法については当文書末の【参考】をご覧下さい。

　　　　　　（従来は、利用料金の75％を補助）

②費用補助対象年齢（内部人間ドック、外部人間ドックともに）
　　30歳時、35歳時、40歳以上74歳以下の方

　＊対象年齢の基準は、人間ドック受診日にその年齢であることとします。

　　　　　　（従来は、30歳以上74歳以下の方を対象に補助）

２．実施日
　①外部人間ドック補助額の計算方法の変更
平成22年4月受診分より実施

　　②対象年齢

平成22年6月受診分より実施（平成22年4～5月は移行措置期間とします）
３．切り替えスケジュール
	
	平成22年3月中受診者
	平成22年4～5月受診者
	平成22年6月受診者

	30歳,35歳,40歳以上

被保険者・被扶養者
	従来どおりの方法で受診できます。

	自己負担金額計算方法をすべて新制度に切り替えます。

	引き続き健保補助します。

	被保険者で

31～34歳,36～39歳　

	
	
	健保補助しません。
但し、1年以上健診機会がない人のみ健保補助します。

	被扶養者で

31～34歳,36～39歳
	
	
	受診できません。


（詳細）

被保険者・被扶養者共通　　

①31～34歳,36～39歳の方は、平成22年6月以降人間ドックを受診しても健保補助は行いません。自費で受診するか、予約をキャンセルするか、5月以前の受診に変更願います。　

　　②5月以前に受診日を変更して健保補助を受ける事が出来る方は、変更後の受診日が
前回の人間ドック受診日から概ね１年以上経過している方に限ります。

　　③5月までの間に人間ドックを受診予定している31～34歳,36～39歳の方が、6月以降に受診日を変更すると「定期健康診断への移行措置」の方を除き、全額個人負担となるので注意してください。

一般被保険者（従業員）の方の定期健康診断への移行措置
　　＊DNPグループの従業員で、定期健診の代わりに人間ドックを受診している方の中には、6月以降人間ドックを受けられなくなることで、健診の期間が1年以上あいてしまう方が発生します。

そのような場合に、以下のような対応とさせていただきます。　　

①新制度から除外対象となる方（31～34歳,36～39歳）については、今後実施する会社の定期健康診断を必ず受診するようお願いします。

　　②①の対応を行った上で、前回の人間ドックから次回の健診まで１年以上あいてしまう方についてのみ、「定期健康診断への移行措置」として１年間は人間ドックの受診を認めることと致します。

「定期健康診断への移行措置」に該当する方への注意
「健診の期間が１年以上あいてしまう」かどうかは、希望している人間ドックの受診日、前回の定期健診の受診の有無などから判断しますが、申請者ご本人では、判断できない場合や誤った判断をする場合があります。

受診する前に、必ず総務部門に確認してください。また、外部契約人間ドック申込書、契約外人間ドック費用補助申請書の「定期健康診断の実施時期」「受診の有無」は総務部門に記入してもらってください。

【参考】人間ドックの補助金、個人負担の計算例

　＊契約人間ドックについては、婦人科付料金－基本料金を「婦人科料金」とみなします。

　＊以下の例の基本料金、婦人科料金の表記は税込みとした場合です。

例１）健保補助を超える人間ドックの例
　　基本料金40000円、婦人科6000円の人間ドックで婦人科をつけて受診した場合
　　基本料金部分の補助は、上限が35000円なので、40000円のうち35000円が補助されます。

婦人科部分の補助は、上限が　5000円なので、6000円のうち5000円が補助されます。

　　従って、健保負担は、35000円＋5000円　＝40000円となります。

　　個人負担は、全体の利用料金から健保負担を引き46000円－40000円＝6000円となります。
　　
例２）健保補助で収まる人間ドックの例

　　基本料金35000円、婦人科5000円の人間ドックで婦人科をつけて受診した場合
　　基本料金部分の補助は、上限が35000円なので、全額健保補助となります。
婦人科部分の補助についても、上限が5000円なので、全額健保補助となります。
　　従って、健保負担は、35000円＋5000円　＝40000円となります。

この場合、全額が健保補助となり、個人負担は発生しません。

例３）「婦人科あり」と「婦人科なし」が同じ料金の場合
　　基本料金40000円（婦人科付も同額）の人間ドックで婦人科をつけて受診した場合
　　この例では、婦人科を受診してもしなくても同額なので婦人科は無料と考えます。
　　基本料金部分の補助は、上限が35000円なので、40000円のうち35000円が補助されます。

婦人科部分の補助に関しては、料金を無料と考えているので補助の対象にはなりません。
　　従って、健保負担は、基本料金部分の35000円のみとなり、
　　個人負担は、全体の利用料金から健保負担を引いた40000円－35000円＝5000円となります。　　

